３．２　オフサイト （福島県内で事故による放射能汚染を生じた地域）
３．２．１　オフサイトの経緯と現状
オフサイトでの経緯と現状は、①行政的な側面、②科学技術的側面、③社会科学的側面に区分して以下に示す。
3.2.1.1　行政的な側面での経緯と現状　https://www.kantei.go.jp/saigai/anzen.html
（１）政策・組織的および制度的な側面
①避難指示等の政策的側面
2011年3月11日（金）14時46分ごろに東北地方太平洋沖地震（以下、「地震」）が発生し、約50分後に津波が来襲し、福島第一および福島第二原子力発電所が被災し、未曾有の被害を生じさせた。原子力災害対策特別措置法に基づいて直ちに政府内に原子力災害対策本部が立ち上げられ、2011年3月11日19時03分に原子力緊急事態宣言が発令された。また、同・21時頃に福島第一および福島第二原子力発電所から半径3km圏内に避難指示、同・10km圏内に屋内退避指示が発令された。この屋内避難指示は3月15日11時00分に20～30km圏内に拡大された。その後、2011年4月22日に福島第一原発から半径 20 km圏内を「警戒区域」、20 km以遠の放射線量の高い地域を「計画的避難区域」として避難対象地域に指定し、10万人以上の住民が避難した。

2012年6月15日以降、「計画的避難区域」は放射線量に応じて「避難指示解除準備区域」、「居住制限区域」、「帰還困難区域」の３つに再編され、帰還困難区域（バリケードなど物理的な防護措置を実施し、避難を求めている区域）では立ち入りが原則禁止された。その後、2014年4月以降、一部地域で徐々に避難指示が解除され、2018年3月には帰還困難区域を除く地域での除染が既に完了した。2020年3月には避難指示解除準備区域・居住制限区域は全て解除されたが、帰還困難区域では一部地区を除き避難指示が続いている。

2017年9月に政府はこの帰還困難区域の中に、除染やインフラ整備を進めて住民が戻れるようにする「特定復興再生拠点区域」を設定した。双葉町、大熊町、富岡町、浪江町、葛尾村、飯舘村の６つの町と村では、この区域について2022年から23年までに避難指示を解除することを目指している。

②復旧・復興の組織的側面
原子力災害対策特別措置法に基づいて地震直後に政府内に原子力災害対策本部が立ち上げられた。
迅速かつ円滑な除染の推進に向け、環境省は2012年1月1日の放射性物質汚染対処特措法の全面施行と併せ、福島県に福島環境再生事務所（現、福島地方環境事務所）を1月に開設し、4月には5つの支所を開設した。また、同時に除染や放射線の情報を伝えるための福島県と環境省の連携運営組織拠点として除染情報プラザ（現、環境再生プラザ）を開設した。

一方、東日本大震災復興対策本部（2011年12月27日に設置）を改編し、2012年2月10日に復興庁が設置された。復興庁は、一刻も早い東日本大震災からの復興を成し遂げられるよう、被災地に寄り添いながら、前例にとらわれず、果断に復興事業を実施するための組織として、内閣に設置された組織である。
③ライフラインの復旧状況
福島県の立入制限区域内では調査が不可能となったため、詳細な電力・ガス・上下水道の復旧状態をまとめて整理した報告は見当たらない。これらは帰還時期に合わせて復旧したものと予想される。なお、福島県内の他の一般地域での電力の復旧は2011年4月25日、ガスの復旧は同・4月16日と報告されている。
2014年9月に国道6号の一般通行の再開し、2015年3月に常磐自動車道が全線開通した。
JR常磐線　2020年3月14日にはＪＲ常磐線が、全線で運転を再開した

http://www.aec.go.jp/jicst/NC/iinkai/teirei/siryo2015/siryo30/siryo1-1.pdf
福島県内では道路・鉄道等のインフラ復旧も進み、避難指示も順次解除され、既に原子力災害からの復興段階に至っている。
（２）復興施策の財源の確保の側面
復興施策に必要な財源を確保するために東日本大震災復興財源特措法が2011年11月30日に成立した。対象は平成23年度～平成27年度の復興費用及び償還費用の復興債に限定し、財源は復興特別法人税及び復興特別所得税からなる。復興特別所得税の課税期間は25年間、税率は2.1%である。日本国政府はこれらの増税により10.5兆円を捻出した。当時計画された除染費用相当分（汚染廃棄物処理を含む）は約２．５兆円程度、中間貯蔵施設費用相当分（建設・管理運営等）が約１．１兆円程度である。
（３）原子力損害賠償の側面
原子力損害賠償のうち、政府賠償分の1,889億円が2015年3月に原子力事業者・東京電力（株）へ支払いが終了した。2011年8月の原子力損害賠償法の改正により損害賠償の主体は東京電力（株）となり、2020年12月時点で原子力損害賠償・廃炉等支援機構（NDF）を介した資金交付により9兆4,744億円が主に福島県内の個人・法人に支払われている。 https://www.tepco.co.jp/fukushima_hq/compensation/results/
これをサポートする形で原子力損害の賠償に関する相談窓口は、文部科学省原子力損害賠償紛争解決ｾﾝﾀｰ（ADRｾﾝﾀｰ）が引き受けて、紛争についての和解･仲介している。

https://www.mext.go.jp/a_menu/genshi_baisho/jiko_baisho/detail/1335890.htm
https://www.engineer.or.jp/members/c_dpt/nucrad/topics/006/attached/attach_6584_9.pdf
3.2.1.2　科学技術的側面での経緯と現状
（１）概要
2011年3 月11 日の東北地方太平洋沖地震に伴う津波により、全電源及びヒートシンクを喪失した福島第一原発１～３号機の事故により放射性物質が環境中へ放出された。この放射能の約９割を占める半減期の短いヨウ素-131（半減期：8.04日）等は既に減衰して消滅している。しかし、半減期の長いセシウム-134（同2.07年）とセシウム-137（同30.1年）を主体とする放射性物質はまだエリア内に残っている。また、残った放射能のうち、海洋に移行しなかったものは、主にエリア内の陸上の人間生活圏に現在も存在している。

福島第一原発事故による環境放射能汚染の特徴として、①チェルノブイリ事故に比較して、福島の放射性物質の放出量は少なく、汚染範囲は1/10 であること、②被ばく防止の点では、現時点での制御対象は放射性セシウム（以下、「Cs」と表記する）に限られること、である。

（２）福島県の除染土壌等及び特定廃棄物の処理フロー　http://shiteihaiki.env.go.jp/
特定廃棄物には、対策地域内廃棄物と指定廃棄物がある。対策地域内廃棄物は汚染廃棄物対策地域（楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、飯舘村、他の市町村の一部等）内にある廃棄物のうち、がれきや解体廃棄物等で一定の要件に該当するものである。指定廃棄物は8,000Bq/kg を超える焼却灰や農林業系廃棄物（稲わら、堆肥）等の廃棄物である。これらは可能な限り減容化した後に、10 万Bq/kg 以下のものは特定廃棄物埋立処分施設へ、10 万Bq/kg 超のものは中間貯蔵施設へ搬入されている。一方、除染土壌、除染廃棄物は全て中間貯蔵施設へ搬入されている。
http://shiteihaiki.env.go.jp/radiological_contaminated_waste/regional_measures/
（３）除染と廃棄物処理
①除染　https://www.env.go.jp/press/files/jp/108735.pdf
除染作業は国直轄と市町村に役割分担され、宅地・農地・森林・道路等を対象に実施された。除染作業後の廃棄物はフレコンに収納され、作業場所近傍に仮置きされたが、事故直後期では仮置場の設置・運用が、地域での大きな社会的な問題となった。（3.2.1.3項で後述）
除染の事業規模を国直轄除染／市町村除染を対比して示せば、2018年11月時点で①作業員総数は延べ約1,360 万人／延べ約1,800 万人、②予算は約1 兆5 千億円／約1 兆4 千億円、③除染土壌等発生量が約900 万m3／約750 万m3、④仮置場からの搬出済量が約170 万m3／約130 万m3である。なお、除染という形では2018年時点でほぼ目途をついたと言われている。

https://www.engineer.or.jp/members/c_dpt/nucrad/topics/005/005717.html
②指定廃棄物の焼却処理
指定廃棄物の可燃物は福島県内各所の市町村・広域組合の都市ごみ焼却炉で焼却処理された。焼却炉のバグフィルターによるCs 除去率は99.94%以上であり、排ガス中の放射性Cs は焼却対象物の1/1000 程度であり、かなり安全側で運用された。

③仮設焼却施設
国直轄による対策地域内廃棄物の可燃物を焼却・減容する仮設焼却施設は９市町村（11施設）に設置された。原発内に設置されている焼却炉は5ton/日以下であるのに対し、これらの仮設焼却施設の中には500ton/日（富岡町）に及ぶものがあった。現在、残されている仮設焼却施設は大熊町、双葉町、浪江町、南相馬市、葛尾村、飯館村（蕨平）の６か所であり、他の施設は既に使命を終えて解体撤去されている。
http://shiteihaiki.env.go.jp/initiatives_fukushima/waste_disposal/pdf/progress_200106.pdf
（４）特定廃棄物の埋設処分
10 万Bq/kg 以下の廃棄物を収納する特定廃棄物埋立処分施設「リプルンふくしま」は、既存の管理型処分場を国営化して設置され、2017年11月より廃棄物の搬入が開始されている。この施設の受入れ可能な廃棄物中の放射性セシウムの最大濃度10万Bq/kgは、原子炉等規制法の表層トレンチ（L3）処分場の濃度上限値と同じである。なお、L3処分場は30年間の管理期間の減衰で天然に存在する放射能と同レベルになるとしている。

ここではストーカ型焼却炉の飛灰はセメント固化後に土地の標高が高い上の方に、放射性Cs が溶出し難い廃棄物はやや低い中央部に埋立されている。
（2019北関東見学会のＨＰリンクをここに追加）
（５）中間貯蔵施設
10 万Bq/kgを超える廃棄物を収納する中間貯蔵施設は、福島県内の除染に伴い発生した土壌や廃棄物等を最終処分までの間、安全に集中的に貯蔵する施設として、福島第一原発を取り囲む形で、大熊町・双葉町に整備することとしている。中間貯蔵施設は土地買収して設置され、2015年3月より廃棄物の搬入が開始している。
中間貯蔵施設への輸送対象物の総量は、約1,400万m3であるが、その内8,000Bq/kg以下のものが82.8%を占めているとされている。
現在、中間貯蔵施設では廃棄物の貯蔵と並行して土壌の分級洗浄・化学処理等によるレベル区分と土壌・焼却灰等の熱処理（セシウムの高温分離）による減容処理の技術開発が推進されている。ここで8,000 Bq/kg以下にレベル区分された土壌は再生利用される計画であり、施設外での実証試験等が進められている。

http://josen.env.go.jp/chukanchozou/facility/effort/investigative_commission/
3.2.1.3　社会科学的側面での経緯と現状

（１）除染後の廃棄物の仮置場の段階
事故直後期は地元住民からは事故由来の放射性Ｃｓに対するリスク感が高く、仮置場は迷惑施設とされていた。そのため、仮置場の設置・運用について、国・市町村と自治体、自治体間（設置地区と近傍地区）あるいは個人間でのNIMBY＊活動の象徴的な存在となった。しかし、近年では地元住民の放射線リスクへの理解が進んだためか、仮置場等の存否について、事故直後期のような言動はあまり見られなくなった。
· 英語: “Not In My Back Yard”（我が家の裏には御免）の略語で、「施設の必要性は認めるが、自らの居住地域には建てないでくれ」と主張する住民たちや、その態度を指す言葉である

（２）除染・廃棄物処理の段階
減容処理に当たっては土壌等のレベル区分と再生利用が必須である。そのため、これらの技術開発は重要な課題である。また、再生利用のレベル区分値（濃度上限値）は、限定再利用の場合は8,000 Bq/kg、無拘束利用の場合はクリアランスレベルのCs-134/137に相当する100 Bq/kgが基準になるとの考え方が示されている。
この放射能濃度の土壌の再生利用による住民と就業者の被ばく影響の評価も重要である。中間貯蔵施設での研究開発で実証試験を進めているが、土壌の再生利用は地域住民による社会受容は難易度の高い課題である。

（３）中間貯蔵後の10万Bq/kg超の廃棄物の最終処分場の立地
放射性物質汚染対処特別措置法の2011年11月に閣議決定された基本方針において、除染等で生じた除去土壌等については、中間貯蔵施設で一定期間保管した後は、最終処分するとされている。
環境省ＨＰによれば、中間貯蔵施設を運用する会社を規定する中間貯蔵・環境安全事業株式会社（JESCO）法には、「除染等の措置に伴い生じた土壌等について、中間貯蔵開始後30 年以内に福島県外で最終処分を完了するために必要な措置を講ずる」ことが国の責務として明記されている」と記載されている。
https://www.env.go.jp/jishin/rmp/attach/law_h23-110_basicpolicy.pdf
中間貯蔵施設内での除去土壌等を適切な前処理や分級または高温分離による処理により、放射性Csの分離（除染）する研究開発が現在進捗中である。10万Bq/kg超の土壌等の量は現時点では不明であるが、物量が多いことが予想され、他の都道府県での処分場立地の確保やその場所への移送等が課題である。
（４）帰還後の地域再生・創成
①福島の地域再生・創成
復興庁はふるさとの復活を目標に掲げ、福島再生加速化と風評被害対策を実施してきた。風評被害対策では、157民間団体・市町村へ福島県産農産物のPR事業を支援した。今後は、25兆円を超える復興財源フレームを策定し、復旧・復興事業は前例のない幅広く手厚い措置を行っていく考えである。また、浜通り地区の産業再生を目指した「福島イノベーション・コースト構想」を具体化し、「福島12市町村の将来像」プランを今後策定し、具体化・実現していく考えである。
https://www.reconstruction.go.jp/topics/main-cat1/sub-cat1-4/20200204_fukushima-hukko-torikumi.pdf
②帰還困難区域のまちづくり
帰還困難区域においても、新たなまちづくりを目指した特定復興再生拠点の整備が進められており、福島での環境回復の取組に加えて、「未来志向」の取組も進めてほしいとの地元の声も受け、2018年8月、環境省は新たな決意の下、「福島再生・未来志向プロジェクト」をスタートさせた。

また、2019年4月に環境省と福島県が共同で、「まもり、みがき、未来へつなぐ。至福のふくしま」をコンセプトに、自然環境の保全と調和を図りながら適正な利用を促進し、交流人口の拡大を図り、福島県全体の復興に寄与することを目指す、「ふくしまグリーン復興構想」が策定された。更に、2020年8月に「福島の復興に向けた未来志向の環境施策推進に関する連携協力協定」が締結された。
http://shiteihaiki.env.go.jp/fukushimamirai/activity/article/20200621_01.html
３．２．２　現状のオフサイトでの課題
（１）放射性Csの分離（除染）性能の確認
中間貯蔵施設内での除去土壌等を適切な前処理や分級または高温分離による放射性Csの分離（除染）性能を確認し、10万Bq/kg超、8,000Bq/kg以下、100 Bq/kg以下の物量を把握することが課題である。
（２）土壌等再生利用の実証
除去土壌等を適切な前処理や分級などの後、品質調整等を経て利用可能となった再生資材のしきい値や利用方法を検討して具体化すること、特に公共事業等で人為的な形質変更が想定されない盛土材等の構造基盤の部材に限定した、100 Bq/kg超の除去土壌等の限定的な再生利用が課題である。
（３）減容・再生利用の社会的合意形成
土壌は再生利用では、地域住民の社会的合意形成は課題である。社会的合意が得られないがために、社会経済的に合理的な方法を採用できず、費用が高くなっても社会的合意が得られる方法を選択しなければならない局面もあるため、今後、このタイプの事業を進める際には、社会合意を得て合理的に進めることが肝要である。
（４） 県外での最終処分

中間貯蔵後の10万Bq/kg超の廃棄物は物量が多いと予想され、他の都道府県での新たな大規模な最終処分場の立地確保はかなりハードルの高い課題である。また、物量が多ければその場所への輸送も課題である。
３．２．３　オフサイトの考察とディスカッション（案）←記載はWGで検討願います
1） 国による避難指示等は、避難対象区域となった地方自治体全てに迅速に届かなかったばかりか、その内容もきめ細かさに欠けており、真実を迅速・正確に伝えていなかった。各自治体は、十分な情報を得られないまま、住民避難の決断と避難先探し、避難方法の決定をしなければならなかった。また、文部科学省が所管するSPEEDI （緊急時迅速放射能影響予測ネットワークシステム）の知見が避難に生かされることはなかった。これらに対して、官庁連携と準備・訓練等の日頃からの防災対応と意識の啓発が必要ではないか？ 
2） ただ、事故当時の地方自治体側の防災体制にも問題があったのではないか？　電源地域には国からの電源三法交付金により、防災対策や避難・医療体制の整備費用として毎年多額の費用が交付されており、ここにはヨウ素錠剤の保管・準備等も含まれていた。福島第一原発事故でこれらが正常に機能したとは思えない。
3） 福島第一原発事故では、チェルノブイリ原発事故とは違い、立入制限区域を長年継続するのではなく、除染・帰還・土地再利用方式を採用し、今後を含めて30兆円に及ぶ歳出を検討している。どちらのケースでも被災者への十分な配慮は必要であるが、国の財政面での経済的合理性の視点からは、どうだろうか？
4） 福島第一原発事故当時の政権与党・政府は、除染等の措置に伴い生じた土壌等について、中間貯蔵開始後30 年以内に福島県外で最終処分を完了するために必要な措置を講ずることを約束している。中間貯蔵施設内での除去土壌等を適切な前処理や分級または高温分離による処理を行った後に10万Bq/kg超の土壌等の量は現時点では不明であるが、仮に再移送分が受入れ量の２割の100万m3だったとした場合などは県外での最終処分は現実的だろうか？
5） 土壌等再生利用では、公共事業等の盛土材等の構造基盤の部材に限定した、100 Bq/kg超の除去土壌等の再生利用を進めるべきではないか？　近年では放射線リスクへの理解が進んだため、地元住民は農地等ではない盛土材等の盛土材等の構造基盤への再生利用に係るリスクとベネフィットの相関を合理的に判断できる立場になっていると思われる。
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